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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

 内閣府が経済財政諮問会議に示した中長期財政試算によ

ると、政府が目標として掲げてきた２０２０年度に基礎的

財政収支の黒字化達成は極めて困難な状況にあることが分

かった。試算で示された２０２０年度の国と地方の基礎的

財政収支は８．３兆円の赤字見通しとなっており、背景に

所得の伸びの鈍化から所得税や消費税の税収が増加してい

かないと見込んでいる。首相は会議で所得と個人消費改善

に向け、経済界に昨年並み水準の賃上げをと求めた。 

 

 

 

 

 １月２５日のニューヨーク株式市場でダウ工業株平均が

史上初めて２万ドルを突破した。トランプ米大統領誕生か

ら４営業日での大台突破で、新政権の経済政策への期待が

株高に反映した形となっている。ダウ工業株３０種平均は

公表が開始されてから約１２０年を経て、初めて２万ドル

を達し、日本株への好影響も期待されている。しかし、新

政権の米国第一主義といった保護主義的な通商政策への警

戒感も強いことや、昨年１０～１２月の国内総生産が前期

の３．５％増から１．９％増に減速しており、足元での先

行き不透明感は否めない。 

 

 

 

 

財務省の発表によると、２０１６年通年での貿易収支は

４兆７４１億円の黒字となり、２０１０年以来６年ぶりに

黒字に転じたことが分かった。原油や液化天然ガスの価格

が安く推移したことで輸入額は前年比１５．９％減の６５

兆９６５１億円で、輸出額は７．６％減の７０兆３９２億

円となっている。自国第一主義を掲げる新大統領が誕生し

た米国向け輸出額は約１４兆円に上り、国・地域別では４

年連続で首位にあり、米国向け輸出依存の構造にあり、再

び貿易摩擦問題を生じかねない危惧を指摘する向きもある。 

 

 

 

 

厚生労働省は２０１６年１０月末時点での外国人労働者

数は１０８万３７６９人となり、初めて１００万人を突破

したと発表した。背景には人口減少による人手不足があり、

高い技能を持つ人材や留学生アルバイトの受け入れに加え、

安価な労働力としての技能実習生が増えたとしている。国

別にみると、中国が最多の約３４万人で、次いでベトナム

（約１７万人）、フィリピン（約１２万人）が続いた。また、

全ての都道府県で外国人労働者数は前年の人数を上回って

いた。 

 

 

 

共同通信社が行なった全国電話世論調査によると、米新

政権が掲げる「米国第一」を巡り、国際情勢が不安定にな

る「懸念を感じる」と答えた人は８３．８％に上っている

ことが分かった。「懸念を感じる」と答えた人を年代別に見

ると、６０代以上の高年層は９０．５％で、４０～５０代

の中年層は８４．４％、３０代以下の若年層は７３．７％

で、年齢が高くなるほど、不安を抱いている実態が浮き彫

りとなった。 

 

 

 

 

公益社団法人日本介護福祉養成施設協会が厚生労働相の

指定する全ての介護福祉士養成施設を対象にした調査によ

ると、２０１６年度、介護福祉士を養成する大学や専門学

校（３７７校）への入学者の割合は定員の５割を割り込む

約４６％にとどまったことが分かった。１０年前の２００

６年度は定員が２万６８００人だったのに対し、入学者数

は約１万９２００人だったが、２０１６年度は定員１万１

００人に対し、入学者は過去最低の７７００人で、年々減

少傾向にある。重労働の反面、賃金が低い処遇が影響して

いるとみられる。 

 

 

 

 

 内閣府が１５～３９歳を対象に行った調査で、半年以上

にわたって自宅や部屋から出なかったり、趣味の用事や近

所のコンビニに行く以外に外出しなかったりする、いわゆ

る引きこもりは推計で約５４万人に上ると公表した。引き

こもり期間は７年以上が最多の３４．７％で、５年前の調

査から２倍超の増加となっていた。引きこもりになった年

齢も３５～３９歳が１０．２％と倍増し、引きこもりの「長

期化・高年齢化」が深刻となっており、親の高齢化と併せ、

介護や経済困窮などで親子「共倒れ」の危惧がある。 

 

 

 

 

 内閣府が全国の１８歳以上の男女を対象に行った「がん

対策に関する世論調査」結果によると、仕事と治療の両立

が可能かとの問いに、６４．５％が「そう思わない」と答

えていることが分かった。両立が難しい理由として、「代わ

りに仕事をする人がいない」が最多の２１．７％で、「職場

が休むことを許してくれるかわからない」（２１．３％）、

「体力的に困難」（１９．９％）の順だった。２年前の調査

で、６５．７％が「仕事と治療の両立は困難」としており、

就労環境の改善が進んでいないことを裏付けた。 

米国第一に高年齢者ほど不安大きく 基礎的財政収支、２０年度黒字化が困難に 

介護福祉士養成校入学、定員の５割未満 

２０１６年貿易収支、６年ぶりに黒字に 

ＮＹ株、史上初の２万ドル超えに 

引きこもりの高年齢化、深刻な状況 

がん治療と仕事の両立、６割超が「困難」 外国人労働者数、初めて１００万人突破 


